
第１２章 戦後初期の「婦人教育政策」とガールスカウトにみられる性別教育観の検討 
 

  本章では、女子青年教育団体であり、性別団体であるガールスカウトが占領期において

ＣＩＥによって奨励された意味について明らかにしたい。戦後教育改革の中で、学校教育

における６・３・３・４制の単線型の学校体系と男女共学の学校体制が発足し、また、社

会教育においてもＣＩＥによって「婦人教育」「母親学級」等の講座が男女に平等でないと

いう理由で禁止されている。その様な教育における男女共同の原則が進められる中で、青

年期の女子を「女子団体」として特立することは、性別教育を固定すること、とも捉えら

れかねない。その際、ＣＩＥの青年教育の担当者は「女子青年教育団体」としてのガール

スカウトをどのように捉えていたのか、それによって、戦後ガールスカウト出発時の女子

教育観について検討することが本章の目的である。 

以下では、まず、戦前から戦後にわたる日本の婦人教育政策、占領期における女性政策

と「婦人教育」禁止の経緯について概観し、「婦人教育」政策に関するＧＨＱ内部の多様な

立場、見解を検討したい（第１節）。次に、占領期のＧＨＱ女性スタッフを中心とした「婦

人教育」観について考察を行い（第２節）、占領後期の１９５１年に「婦人教育」が復活す

ることになった背景について分析する（第３節）。以上、「婦人教育」の禁止、「婦人教育」

復活の背景にある占領政策の転換について検討しながら、ＣＩＥに指導された女子青年団

体としてのガールスカウトにみる女子教育観とその意味を確認したい（第４節）。 
 
第１節 占領期における女性政策と「婦人教育」禁止の経緯 

 前史として、社会教育の歴史を辿った時、政策として家庭教育と婦人団体が注目された

のは、生活改善運動、とりわけ昭和恐慌期の「家庭教育振興ニ関スル訓令」(１９３５年)
であり、特性教育としての側面からであった。文部省が昭和恐慌期に家庭教育振興、婦人

団体の組織化を強調した目的は、国内の経済的・思想的危機の回避にあり、戦時体制強化

の文脈の中にあった。国家的困難の中で女性と家庭が注目される。経済的困窮と秩序意識

の混沌の解消を家庭との関連において女性に期待するという姿勢は、敗戦直後の文部省の

「婦人教育」・家庭教育にも連続している。第２次世界大戦末期、「銃後」役割の最後に登

場したのは「戦争の決を取るものは婦人なり」（大本営陸軍部報道班）1という一文であった。

皮肉にも、戦前の婦人団体が１９４２年の大日本婦人会への統合を経て、本土決戦直前に

おいて解散されたことは、戦場の前線に立つという男性と「同等の役割」を女性に求めた

ことを示している。 
日本の敗戦後、GHQ の総司令官であるマッカーサーは着任直後に改革指令を示し、女性

参政権は、教育の自由主義化、圧制的諸制度の撤廃、労働組合の結成、経済の民主化とと

もに五大改革とされた。その後、民法の改正と日本国憲法の第１４条、第２４条は男女平

等の明文化と女性の自己決定を示すものとなった。教育に関しては、女子教育刷新要綱（１

９４５．１２）、米国教育使節団報告書（１９４６．３）、帝国大学総長会議・大学入学者
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選抜要項・国民学校施行規則改正での女子の大学入学試験資格認可、義務教育初等科の男

女共学、旧制高校入学資格がすすめられた。以上を受けて、１９４７（昭和２２）年制定

の教育基本法では第 5 条に男女共学が明記された。戦後教育改革において、男女共学の６・

３制が発足し、社会教育においてもその活動は基本的に男女共同参加となった。 

 しかし、このような動きの中で、文部省は「婦人教育」の維持を図ろうとするのである。

例えば、１９４５年１１月、「昭和２１年度婦人教養施設ニ関スル件」を通達している。そ

こでの「母親学級開設要項」、「家庭教育指定市区町村設定要項」には、初の婦人参政権行

使にむけた政治教育の配慮は存在するが、「家族制度を基盤とし、その中での主婦・母親役

割を女性に求める理念」にもとづいていた2、と理解されている。 
 これに対し、１９４５年１１月、ＧＨＱ－ＳＣＡＰの５大改革の第一指令は、選挙権・

被選挙権賦与による「婦人解放」であった。ＧＨＱ文書以前の国務・陸・海軍３省調整委

員会（ＳＷＮＣＣ）文書等の研究3によって、日本占領政策としてアメリカ的民主主義をす

すめるために、極度な中央集権化制度、国家神道、家族制度が問題視され、５大改革指令

が出されたことが指摘されている。女性の権利問題について「最も簡単明瞭で、通説とな

っている答え」は、「アメリカは日本を戦争へと導いた軍国主義やファシズムの根本原因は、

反民主主義的な家族制度にあると考えていた。それで、家族制度の改革という大きな政策

の一環として、女性の権利強化が考えられた」4というものである。戦勝国による軍事的プ

レゼンスを背景とした解放の図式が存在することは確かである。そこには、間接統治形態

とはいえ、占領政策としての民主的改革の推進という矛盾がそこにある。マッカ－サ－を

頂点としたＧＨＱを全体としてみれば、占領政策としての女性解放の限界は存在する。マ

ッカ－サ－の「婦人解放」は、『回想録』で「心暖まる出来事」と語られ、民主化のメルク

マ－ルとなったが、彼自身の成育史－母子関係、をめぐる背景も指摘されている。解放者

であるとともに、「将軍は婦人たちが婦人だけの団体を作って行動するようなことは戒め」

5、それは、ＧＨＱ上層部の基本方針にもなった。 
 女性政策をめぐるＧＨＱ内部の対立の一例として、１９４６年５月、民間情報教育局（Ｃ

ＩＥ）のウィ－ド(Ethel B.Weed)たちの覚書から始まった女性の社会的・経済的地位に関す

る総合的な行政機関の発案が、翌４８年８月の労働省婦人少年局（初代局長・山川菊栄）

として承認された過程が指摘される6。当初、内務省内の婦人局、あるいは半ば独立した婦

人省（庁）という提起について、民政局（ＧＳ）の局長特別補佐ハッシ－（Alfred  R. Hussey）
は、①そのような部局の設置は男女間の相違を強調し利益の分離を引きおこす、②不必要

に物事を混乱させる、③日本の男性の間に強い反発をよびおこす7、と反対した。ハッシ－

は、女性が重要な行政の諸部門、労働、福祉、教育などあらゆる部門に代表を送ることに

賛成するが、女性解放のための運動という点で批判的であり、これは民生局のケ－ディス

（Charles L.Kades）局長の判断でもあった。それは、社会的な不満がある人々、抑圧され

た集団が社会的に救済される道は、その集団の独立した行動ではなく、あくまで調整と協

力を通じて達成されるという見解であり、１９３０年代、陸軍参謀長として退役軍人デモ
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を鎮圧したマッカ－サ－の思想でもある。方法が合法的である限り独自な主張を持つ社会

的集団が形成され、行動できるという多元主義的な民主主義観（合衆国では、１９６０年

代以降に形成）は当時、容認されなかった8のである。 
 社会教育に注目した場合にも、母親学級開設奨励に象徴される文部省の戦後初期「婦人

教育」案に対し、ネルソン(John M. Nelson－ＣＩＥ)は「①男女の厳格な社会差別を助長す

る、②学習内容や運営方法の実態において、戦前的な体制が引き継がれている」9と批判し

ている。女性をのみ対象とした名称は「両親学級」「社会学級」に変更され、「婦人教育」

も行政用語上１９５１年の『社会教育の現状』（文部省）まで、禁止された。戦前からの「婦

人教育」政策を批判的に検討した結果、女性をのみ対象とすることを問題視し、両性参加

を原則とした判断である。同様な観点から「婦人団体のつくり方育て方（文部省案）」（１

９４６年５月）は「団体の民主化とは」（４６年８月）に改められ、ＰＴＡの結成が提起さ

れた10。両性参加原則は、戦前から連続した文部省「婦人教育」政策への批判であるが、当

時のＧＨＱ上層部の民主主義観と両性協力の教育観を前提とした措置でもあった。つまり、

日本政府が主導し、女性のみを対象とした学級・講座を戦前からの「政府主導の連続性」

という観点から否定したが、従来の性差別・性抑圧を解消するために、さらに女性の地域

社会や政治に能動的に関わるために教育機会を設けることは別の問題であり、その点から

新たな女性を対象とした教育機会の是非が検討された。 
 
第２節 占領期女性スタッフを中心とした「婦人教育」観 
 占領期間のうち１９４６年から５１年は、用語上は「婦人教育」が禁止された時期であ

った。にもかかわらず、女性の参政権とその実質化について議論され、男女平等と社会教

育のあり方が模索された時期ともなった。 
 占領期の女性の教育と女性解放を考える際、女性史研究の立場から次の３点の指摘を考

慮しておく必要がある。「一つは日本女性が婦人政策の恩恵にあずかっただけの受身的存在

ではなく、政策の立案・実施に積極的に参加し重要な役割を果たしたこと。第２に日本女

性が得た権利の中にはアメリカの女性にも認められていなかった権利の保障－憲法による

男女平等の規定（憲法第１４条）－もあったこと。第３に占領軍は決して一枚岩ではなく、

婦人政策の推進に関しても内部に対立があったこと」11である。  
 第１の点について言えば、ポツダム宣言受諾放送後の１９４５年８月２５日には、戦後

対策婦人委員会が結成され、婦人参政権や政治的結社の自由を政府に対して申し入れたこ

と。このうち、労働組合婦人部と新日本婦人同盟は４５年中に結成され、参政権国会通過

に向けた活動を開始した。戦前の女性と社会教育の背景を概観したとき、例えば青踏にみ

られる女性の「人間表明」、戦後に連なる婦人参政権獲得期成同盟の動向を見落とすことは

出来ない。そこに連なる新婦人協会、婦人矯風会、労働組合、無産政党の婦人部、婦人文

化団体、学校同窓会等の人々には、前出のＧＨＱ女性スタッフとの連携した社会教育活動

もみられる。 
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 第２点については、憲法第１４条について「１９７０年代の後半になっても、アメリカ

人の多くは『日本の平等権利法修正案』とは、その用語と内容のいずれの点でもさして変

わらない憲法修正案をめぐって、国をあげての論戦に追い込まれていたこと」。「第２１４

条に至っては、第１４条よりも、一層急進的である。というのは、男女の平等が公的な範

囲だけでなく、家族という私的な領域でも保障されているからである」12という指摘に集約

することができよう。  
 第３点に関しては、占領期間の継続にともなって表面化したＧＨＱ内部のニュ－ディ－

ラ－（進歩派）と実務派（保守派）の対立に加えて、ＧＨＱの民生局，ＣＩＥ、経済科学

局（ＥＳＳ）や地方軍政部（ＭＧＳ・ＭＧＴ）、さらに顧問として来日した女性スタッフの

立場の多様性がある。ここで、戦後社会教育の出発を確認したとき多くの女性の役割に注

目する必要がある。 
 第１次合衆国対日教育使節団の中で第５章成人教育を担当したウッドワ－ド（Emily B. 
Woodward）―報告書最終案には記述されなかったものの、「家制度」や「女性のための勧

告」が彼女によって検討13された。１９４６年３月に来日した使節団への報告の前で日本の

女性教育（Women's Education）の歴史と問題点について報告を行ったのはドノヴァン

(Eileen R.Donovan-CIE教育課、中等教育・女子教育担当)であった14。さらに、女子専門

学校の大学昇格、ドノヴァンと大学婦人協会設立に貢献したホ－ムズ(Lulu H.Homes-CIE
女子教育顧問)、ＰＴＡの設立とＩＦＥＬでグル－プワ－ク理論を指導し、戦後大学での社

会教育主事養成にも関わったコロン（Rose M．Cologne）、ＩＦＥＬを統括したカ－レイ

（Verna A. Carley）、ＩＦＥＬ・ＹＬＴＣ（青少年指導者講習会）講師のサリヴァン

（Dr.Salivan）、テュ－イ（Marguerite Towhy）等、が戦後社会教育形成に重要な役割を担

った。 
前出のウィ－ドは、婦人情報担当のオフィサ－という立場から出発し、他部局の女性ス

タッフや第１点で述べた日本女性と協力し、時にＧＨＱ内部の対立を克服して独自の「女

性の政策同盟」15を構築したことが知られている16。ＧＳの調査分析担当として来日し、２

２歳で民法改正を目的とした憲法第１４条、第２４条原案を執筆したベアテ (Beate 
S.Gordon)の存在もある17。 
 占領期における文部省とは別の「婦人教育」の動向は、社会教育学会においても、上村、

井上、伊藤等の先行研究18において詳細な検討が行われている。例えばウィ－ドは、４５年

１１月、加藤シズエ（戦前、麗日会、日本産児調節婦人連盟等を結成）との会見を始めに、

同月、超党派的「婦人諮問委員会」（後の婦人民主クラブ）を組織している。並行して市川

房枝（当時、新日本婦人同盟会長）とも接触を重ね、団体やメディアを活用した女性の３

政権についての啓発と投票行動促進に尽力している。「日本の婦人の民主化は、銀のお皿に

のせてマッカ－サ－から与えられたものではない。戦前からの婦人運動が、戦争中も低流

にあって、戦後に実現したのだ」19という立場であり、女性を歴史を動かしてきたひとつの

力と捉えたビア－ド(Mary R.Beard)の女性史観を反映した行動でもあった。ウィ－ドはＣ
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ＩＥスタッフとして、「婦人を投票させるための情報プラン」（１９４６年２月）、「日本女

性の間に民主的団体の発達を奨励するための情報プラン」（同年６月）、「地方軍政部を通じ

た婦人団体調査と日本政府への勧告」（同年８月）を中心的に担い、戦前からの地域婦人団

体の継続性の問題点を明らかにし、教育活動を推進＝女性がその権利を実質化するための

社会教育活動とも捉えられよう。 
 後述するように、ＣＩＥのネルソンとウィードの対立が指摘されるが20、両者とも旧来の

団体運営方法と官府領導的な組織の改革に注目し、文部省作成の「婦人団体のつくり方育

て方（案）」（１９４６年５月）を「団体の民主化とは」（同年８月）に書き変え、それが社

会教育関係団体へのノ－コントロ－ル・ノ－サポ－トの原則（４８年７月「地方における

社会教育団体の組織について」）＝「ネルソン通達」に反映されるなど、共通部分も大きい。

相違点といえば、①ネルソンが施設（公民館）の充実と社会通信教育を重視したことに対

し、ウィ－ドはラジオ、ポスタ－、演示を始めとしたメディアを積極的に活用し、多くの

女性と話し、地域で調査をおこなったこと、②母親学級を両親学級・社会学級に、母の会

と学校後援会をＰＴＡに統合して両性参加・協力を一貫して主張したネルソンに対し、ウ

ィ－ドは女性をひとつの社会集団と認定し、むしろ重視して差別や抑圧からの解放にむけ

て行動した点である。多くの合衆国の女性が、占領軍男性スタッフとは異なる女性という

立場から日本女性と協力して活動した事実、また環境にあった事を確認しておく必要があ

る。 
 
第３節 戦後「婦人教育」復活にみられる性別教育観の背景 
 占領初期、ひとたびは文部省の「婦人教育」が禁止され、両性協力が原則とされる一方

で、ＧＨＱの女性スタッフと日本人女性を中心とした女性の教育のありかたが模索された

ことは確かである。その中心に「女性の政策同盟」も存在した。しかし、占領末期の１９

５１年には、女性の権利実質化にむけた支援と、旧来の女性対策との区分があいまいな形

で「婦人教育」が復活した21。そこには、男女が共同して参画する社会を実現するという理

念と同時に、性別教育の理解や性差による抑圧・差別問題をいかに理解するかという課題

も存在した。背景に何が存在したのか、以下に課題を確認したい。 
（１）占領下「婦人政策」推進の理解。 
 ビアテの改革、ウィ－ド等と一部の日本女性による「女性の政策同盟」が急進的活動を

行えた背景について、ファ－（Susan J. Pharr）は以下４つを要因としてあげている22。 
 
  ①占領期において民主主義と女性解放運動が概念的に特別な対をなすもの と考えら

れた。自分を完全な民主主義者と考える人の多くが、女性解放や女性の権利の改革につ

いて反対する＝一種の形容矛盾を持っている。しかし、一種の理想主義を抱いて行動す

るなかで、実利的立場からすると却下したかも知れない政策まで、数多く採用するよう

な素地を創り出した。 
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  ②総司令部の指導的立場の人々が、彼らが決定した政策の結果に、責任を 負う必要

がなかった。占領軍当局のアメリカ人男性たちは、日本においては、体制の局外者であ

り、日本における両性間の勢力均衡を変更した。日本の男性と違い、男性特権の喪失に

苦しむことがないことを知っていた。「売春取締」提案のような、アメリカ人の男性職員

に直接影響を与える政策は、占領軍のトップ指導者の間では、ほとんど支持されなかっ

た。 
  ③占領という状況＝７年間にわたって、全面的とも言える権力を掌握していた総司令

部は、日本の役人が猛烈に反対した改革ですら、押し通せるほ どの権力を持っていた。

その結果、日本の役人は、反対をする場合どこに全力を注ぐべきかという選択に迫られ

た。女性の権利に関する法案は、日本政府が非常に憂慮した他の法案とともに審議され

たことで成立した。 
  ④日米女性の政策同盟の活力と献身が、急進的実験の鍵となった。日米双 方とも、

それぞれの側の中において、常に政策上の立場が一致しているわけではなかった。日本

側では女性指導者間の政治的イデオロギ－の相違から、女性解放の目的に関して、合意

を形成し相互に協力することが困難になってきた。米国側では、女性職員が外部の支持

層や、女性の権利に関する問題に集中すると、ＧＨＱの上役・同僚から批判、非難等を

受けるよう になった。占領者と被占領者の同盟が続き得たのは、双方がこの同盟から

得るところがあったからである。 
 
  以上、占領政策としての民主化の中、そのメルクマ－ルである女性解放推進の要因とし

て、占領下であるがゆえ実現した「理想」の構造とその限界が整理されている。同時に、

その実質化のために、主にＧＨＱの女性スタッフと日本の一部の女性リ－ダ－が連携した

活動の重要性を指摘しているのである。そのためには、成人女性のための教育内容と方法

が必要となった。文部省が継続した「婦人教育」をＣＩＥ教育課が禁止した一方、文部省

とは異なる女性の地位向上という立場で、時に男性を中心としたＧＨＱ上層部との対立関

係においてすすめられた女性たちの行動、という構図が見えてくる。日米女性有志による

女性のための「婦人教育」がそこに出発した、ともいえる。結果として、一部の日本女性

は、政策形成過程に意義のある参加をする機会を得て、多くはその後の社会的立場、機会

の獲得につながった。ＧＨＱの女性職員は、日本女性の権利強化のために働くことで、そ

れまで実質上多くの重要ポストが男性に独占されていたにもかかわらず、重要な役割を演

じる機会を得た。少なくとも、占領軍内の大多数の職員が民主主義と女性の権利を結びつ

けて考えるようになったのである23。 
 しかし、そこには大きな限界も存在した。なぜなら、軍事占領下における女性解放の推

進であり、合衆国の男性が第三者的な立場において容認したものであったために、その定

着と実質化の問題は別次元の課題となったからである。それは、今日に至る「女性問題と

社会教育」理解の前提でもあると考える。 
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（２）「女性の政策同盟」の「婦人教育」観の課題 
 確かに、ウィ－ドたちの「政策同盟」は女性解放のための政治、労働、教育、福祉にお

ける法整備に貢献した。その点において、新しい女性解放のあり方を提示し、女性の公民

権実質化という観点から、占領末期復活した文部省の「婦人教育」観に反映された。しか

し、地方軍政レベルや当時の地域社会実態をどれだけ理解しえたか、また、ＧＨＱ内部と

その政策変更の過程での限界は先行研究、および（１）で指摘した通りである。加えて、

社会教育において性別に組織された女性団体を民主主義実現の存在として認定するとすれ

ば、多元的な民主主義観の理解、女性問題をどう把握するか、解決のため如何なる学習が

必要かが絶えず問われることになる。それは公的社会教育場面において「女性」を冠した

施設・団体の存在理解にも関わると考える。 
（３）「ミッションボ－ド」の影響－ダ－ギン・タイパ－を中心に－ 
 占領期社会教育における男女共学と性別教育を「現実的」に理解する際、示唆深いのは、

同じＣＩＥ教育課に在籍した青少年団体・学生組織担当の、ダ－ギン（Ｒ.L.Durgin）、タ

イパ－(D.M.Typer)の行動である。両者には、ＹＭＣＡ主事の経験を持つという共通項があ

る。ダ－ギンは１９１９年のＹＭＣＡ日本支部での活動以来、１９４２年の抑留者交換（浅

間丸）で帰国、第２次世界大戦終了直後にはＧＨＱの顧問として来日、そのままＣＩＥ教

育課に継続勤務する。前章で考察したように来日直後からＹＭＣＡ、ＹＷＣＡ等のキリス

ト教系青年団体、ボ－イスカウト・ガ－ルスカウト、青少年赤十字等の国際的団体の関係

者を中心に連絡を取りあって、活動再開にむけて準備を整えている。前章で述べたように、

例えば女子補導団関係者とも１９４６年２月には、再結成にむけた書簡の交換がある24。タ

イパ－は、ダ－ギンが病気により一時帰国した後任として１９４７年８月に来日した。タ

イパ－の文書（Reports of Conference）25を概観すると、着任当初はＣＩＥ共通の立場＝社

会教育団体の地域網羅性に対して厳しい見解を示し、興味関心に応じたインタレスト・グ

ル－プを提唱した。ＹＭＣＡ、ＹＷＣＡ、ガールスカウト、ボーイスカウト、青少年赤十

字等に注目し、その組織充実を計っている。しかし、ＧＨＱの冷戦構造による政策転換と

ともに、地域網羅団体の根強さにも注目し、その存在は容認しながら、むしろ方法として

グル－プワ－クの導入により、組織を変えていこうという姿勢が目立つ。それはちょうど、

１９４８年の夏以降、ＹＬＴＣ、ＩＦＥＬの実施が始まる前後からの事である26。 
 ダ－ギン、タイパ－において明らかなのは、第１にミッション系、国際的な青少年団体・

学生活動への支援の重視にある。戦前からのＹＭＣＡ主事経験を生かし、ＧＨＱ内部・地

方軍政部および日本人のつながりを活用し上記の団体経験をした多くの人々と連携してい

ることである。地域網羅団体への批判、これにかわる雛型として合衆国に存在し、戦前日

本においても活動していた民間団体（性別団体を含む）を念頭においたことである。前出

のホ－ムズやドノヴァンが男女共学と同時に私立女子専門学校を大学昇格させ、あるいは

大学婦人協会にかかわる際、ミッション系の大学、合衆国と歴史的関係のある大学が中心

となったことと結びつく。  
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第２に、方法としてのグル－プワ－クの導入がある。戦後の教育方法について理解する

際、また社会教育にとってもひとつの画期となった青少年指導者講習会（ＹＬＴＣ、ＩＦ

ＥＬ）の合衆国講師として、テュ－イとサリバン（合衆国ガールスカウト連盟理事）が重

要な役割を果たした。そこで指導された方法の中心はグル－プワ－クである。グループワ

ークは本来、ボ－イスカウト・ガールガイドのパトロ－ルシステムから出発し、さらにア

メリカで発達した経験主義にもとづく理論であり、当時の欧米、とくに合衆国の教育観と

家庭観、さらに性別教育観が反映された存在がガールスカウトであった。ガールスカウト

は女子青年と少女の活動であるが、ＧＨＱ、およびＣＩＥにとって占領後期の「婦人教育」

と性別教育理解のモデルとも考えられるのである。 
 
第４節 占領期にみるガールスカウトの女子教育観 

（１）ＧＨＱ、ＣＩＥの女子青年団体観 

戦前の地域青年団、女子青年団は戦後、ＧＨＱの指導もあり原則として男女共同の「新

生」青年団に改めるべく指導が行われた。また、青年団以外の青少年活動においても男女

共同の活動が奨励されていた。１９４７年１２月、ＣＩＥから各地方軍政部向けに作成さ

れた「女性問題プログラム」には、チェックリストのなかに「Youth Organizations（この

場合、青年団の訳として用いられている・筆者）において男女共学活動を促進しているか」

との項目、また「強調することと促進すること」の５項目の中にも「少年・少女が参加す

る青少年・学生活動」との記述がみられる27。しかし、社会教育、青年教育における「男女

共同」が進められる中で、ＣＩＥがモデルとした青年団体は男女両性参加の青少年赤十字、

４Ｈクラブに加えて、ガールスカウト、ボーイスカウト、ＹＷＣＡ、ＹＭＣＡという男女

別の団体が含まれている。 

ＣＩＥはなぜ、性別団体であるガールスカウト等を推奨したのか－その問題を考えるた

め、先にも述べたが、ＣＩＥ教育課成人教育担当官ネルソンとＣＩＥ情報課婦人情報担当

官ウィードの女性教育観について改めて確認しておきたい。上村千賀子は、男女共学を主

張するネルソンと、女性を対象にした教育を重視し民主的婦人団体育成をすすめるウィー

ドの間に意見の食い違いがあり、ＣＩＥの婦人教育政策は二系統に分かれていた点を指摘

している28。 

ネルソンはＣＩＥ担当官への着任後、日本政府によるそれまでの婦人教育政策を批判的

に検討し、当時行なわれていた母親学級のあり方を問題にして、母親学級では男女の厳格

な社会差別を助長しかねないこと、それゆえに、男女双方のための学級「社会学級」に変

更すること、また補助金は団体でなく学校に出すことといった修正をおこなっている。ま

た、成人教育政策全般においても、ネルソンは男女共同参加を社会教育活動の重要な理念

としており、文部省は一時、婦人教育を削除した。ネルソンが危惧したのは母親学級では

母の会が「学校長に支配され、婦人の低い地位を固定化する傾向がある」29ことであった。 

これに対し、ウィードは従来の日本女性の状況をふまえ、女性が選挙権を含めた公民権
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を実質化するための教育機会を重視し、ＧＨＱや地方軍政部、日本の女性と協力して活動

を行っている。ネルソンの仕事は男女共学によって教育内容の均等化を目指し、ウィード

のそれは女性の教育によって「結果の平等」を目指したものであったといえる。 

この点について、伊藤めぐみは、ネルソンの母親学級の修正は、母の会の会員が母親学

級の参加者であり、母親学級のための政府補助金が団体（母の会）に対して使われるとい

うことになることへの警戒、文部省の婦人統制や女性を低い地位に固定化する教育内容を

容認する政策への批判からおこなわれたものであった、と指摘する30。また「男女の共同参

加」は女性の教育機会拡大、婦人の地位向上を目指した措置であった。ネルソンは終始女

性団体に直接的には関わらなかったが、自主的な婦人団体活動そのものは重視し、両者の

考えは一致している部分もあり、その上で各々の分野で仕事を進めていった。ふたつは女

性の地位向上と諸権利の実質化という点において一致し、むしろ補完関係にあったという

捉えかたも出来るのである。 

 ＧＨＱおよびＣＩＥの女子青年団体に対する対応を、この女性教育政策に関する見解を

参考にして考えた場合、地域青年団は、女子を低い地位に固定化する教育を排除するため

に男女共学化政策がとられた学校教育や社会学級の役割を果たす存在と捉えられている。

従来の青年団は地域網羅的なものであったこと、女子青年団は男性指導による女子の統制

という性格が強かった点を危惧して男女共同への移行が指導された、と考えられるのであ

る。他方、ガールスカウト、ＹＷＣＡは女子・女性のみの活動・運営により男性の指導を

排除し、自主性を養い地位向上の契機とする民主的女性団体の役割として把握できる。Ｃ

ＩＥがガールスカウトと同様に推奨した青少年赤十字、４Ｈクラブは男女共同団体であっ

たが、青少年赤十字は学校のクラス単位、４Ｈクラブは青年団とその対象をほぼ同じくす

る団体であり、前者の類型に当てはまる。ネルソンとウィードの対比を先に述べたが、男

女がともに機会を得て活動していく団体と、女子・男子がともに活動する団体はともに準

備されたことになる。以上の合衆国での状況から考えると、ネルソンによる男女の機会均

等化とウィードと女性の権利の実質化は、その母国である合衆国でも困難であった「理想」

が投影されたものであったとも言える。 

（２）占領政策の転換とＣＩＥの青年教育への対応 

その際、注目すべきは、同時期におけるアメリカの青少年団体の状況である。前章にお

いて１９５０年前後のアメリカ合衆国の青年団体を紹介したが、そこでは、性別団体が男

女共同の団体よりも、数においても成員においても多数を占めていた事情を考慮する必要

がある。アメリカの主要１４青少年団体の統計中、男女別団体は８団体である。ちなみに

「将来のアメリカ農民（Future Farmers of America）」は男子団体であり、女子団体とし

ては「アメリカ将来の主婦（Future Home maker of America）」があった31。また、男女共

同団体にあっても実際の活動では性別ごとにおこなうことも多く、４Ｈクラブでは男子は

農業技術、女子は家事経済を習得することを目的の一つとしていた。合衆国では南北戦争

後に共学の大学が増加、１９世紀末にはハイスクールの男女共学が一般的になるなど学校
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教育では共学化がすすめられていたが性別格差は根強く、男女に固有の性質、関心事があ

るという考え方が多数を占めていた。青少年団体が男女別であることは自明なことであり、

むしろ、日本において「我が国の青年団が一挙に全国的に男女両青年団を合体したことを

話したら、アメリカ人はその勇猛果敢に驚いていた」という指摘も存在した32。ＧＨＱに内

部において保守派、改革派の相違、部局による立場、男性・女性スタッフの多様な見解が

あったことは先に述べた。ＣＩＥにおいて、青年教育の性別教育観に関しても少年少女の

嗜好や彼等の将来にとって有益な訓練は性により異なるという考え方は存在していた。青

年教育についての問題は反軍国主義、反超国家主義において統一性を保っていたが、その

後、占領政策の転換の中で顕在化する。 

１９４７（昭和２２）年１月３１日の２・１ストに対するマッカーサーの中止命令は、

第二次世界大戦後の東西冷戦の深刻化を背景とした占領政策の転換「逆コース」の端緒と

いわれている。青年教育に注目すると、戦後初期において軍国主義・超国家主義の温床と

して批判、否定されていた地域青年団への働きかけ、さらにその組織化が進められていく

ことになった。 戦前から地域青年団の事務局を担い、戦後の全国組織化に向かってＣＩＥ

および文部省と調整を行った日本青年館所蔵の資料を見るかぎり、１９４７年前半まで、

ＣＩＥの地域青年団に関する積極的指導はみられず、むしろ警戒感があるが１９４７年秋

以降、組織化にむけた支援が行なわれていくことがわかる。占領政策が「反共」という目

的に向けて変化するにつれて転換し、地域青年団の組織化に反対していたＣＩＥも、４８

年中頃から「防波堤」としての観点からその全国組織化を検討するようになった点は前章

で述べた通りである33。 
ＣＩＥの青年教育担当者が地域青年団関係の集会に参加する経過について具体的に確認

すると、ダーギンは１９４６年６月に東京都青年団体育成懇談会に初めて出席している。

これ以降全国各地で行われた青年思想問題研究会、各種講習会等の講師、助言者を努め、

この姿勢は後任者であるタイパ－にも引き継がれていった。しかし、地域青年団組織化に

むけた会議の開催は１９４７年１０月からの全国６ブロックごとの青年団会議以降となり、

翌１９４８年２月から全国組織としての規約をもち発足した第一回日本青年団体連絡協議

会等の開催－地域青年団の全国組織化へ歩みを容認し支援していくことになった。その際

でも、ダ－ギン・タイパ－は内容面より、「青年集会法」「討議法」「会議の持ち方」などア

メリカ的な教育と団体運営方法の普及にこだわった指導に力点を置かれた34。後に、ＣＩＥ

のニュージェント（Donald R.Nugent）が、「青年団は団員の多さにもかかわらず無視され

ており、数の少ないＢＳ、ＹＷＣＡなどが多く紹介されている。しかし共産主義を防ぐの

は青年団からであり、オフィサーの努力の９０％は青年団に対してむけられるべきである」

35と後に明言しているが、このことは１９４７年秋以降に準備されていることがわかる。 

ＧＨＱ全体およびＣＩＥの社会教育、青年教育に関する政策変更の中で指摘されるのが

ネルソン通達（「地方における社会教育団体の組織について」１９４８年・７月）と１９４

８年１０月から開始された青少年指導者講習会（ＹＬＴＣ）と教育指導者講習会（ＩＦＥ
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Ｌ）の役割である。前者のネルソン通達によって青年団その他の団体への行政による補助

金を禁止され、財政的自立と自立性を促すことになった。また、「『民主的』社会教育団体

の早期育成がひとつの緊急課題」となり、社会教育団体の運営・教育方法を講習する場と

してＹＬＴＣ、ＩＦＥＬが位置づけられ、全国で開催されていった。そこに講師、参加者

としてガールスカウト合衆国連盟の理事、指導者、また日本のガールスカウト指導者が多

く参加していたことは、占領政策転換の中で、アメリカ的団体のモデルとしてあらためて

ガールスカウトの内容と方法が重視されたことを意味する。また、ガールスカウト、ボー

イスカウトは多くのＧＨＱ、ＣＩＥおよび地方軍政部のスタッフに理解され、経験者が多

いゆえ協力を得やすい団体でもあった。その上で、ボーイスカウトと共通するそのグルー

プワーク理論と組織経営のあり方を地域青年団に普及していく意味もあった、といえよう。 
 

（３）占領期ガールスカウトにみられる女子教育観 

ＧＨＱの中でガールスカウトの中央組織準備員会メンバーと接触をしていたのはＣＩＥ

青年教育担当官ダーギンとタイパー、同じくＣＩＥのウィードや女子教育顧問ルル・ホー

ムズ）、中等教育・成人教育担当アイリーン・ドノヴァン等である。ガールスカウトにはダ

ーギン、タイパーが最も深く関わっているが、ウィードや女子教育顧問ホスプ（H.M. Hosp）、

第８軍女性問題担当官ハザウェイ（Emily Hathaway）との接触もあった。 

また、各地域のなかでのガールスカウトの普及過程では、地方軍政部女性問題担当官が

その援助をおこなうことが多かった。タイパーは１９４８年１月の文書でＹＷＣＡに対し

て、「間違いなくあなたがたの女性オフィサーはすでに地域ユニットと接触している」36と

述べており、女性問題担当官がＹＷＣＡ、ガールスカウトを重視していたことがわかる。

一方ガールスカウトの『半世紀の歩み』や『会報』にも各県内の団発足に地方軍政部の女

性スタッフが関わっていたとの記述が多くみられる。女性問題担当官は婦人団体や青年団

女子リーダー等にガールスカウトを紹介し、県と呼応して講習会を開催した37。日本人女性

が団体を組織するにあたって、女性スタッフの言動、存在そのものは多大な影響を与えた

はずである。その意味では、アメリカ人女性を中心とした軍政部スタッフの女子教育観を

反映した組織として団が結成された。 

以下では、戦後初期ガールスカウトの女子教育観について検討したい。 

ガールスカウトの活動は、ゲーム・劇・奉仕活動・水泳・キャンプなど各団によって多

少の相違点があった。ガールスカウトにはスカウト（少女）が各自特定のテーマの課題に

対して獲得していく「技能章」（現在は「バッジ」）というシステムがある。スカウトたち

は制服にこの「技能章」を多数つけるために課題に積極的に取り組む傾向もあり、その点

は効果的に配慮され、目的とする価値がはっきりあらわれている。補導団時代から既に日

本でも取りいれられており、｢和式調理章｣、｢家事章｣、｢体育章｣、｢救護章｣、「通訳章」な

ど２４があった38。戦前と１９４８年当時の「技能章」の内容は大きく変わらないが、異な

るのは、①家事関係の章がいくつかに統合されていること、②１９４８年の「『私の社会』
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章」、｢弁論章｣といった社会生活に関するものが加わっていること39、の２点である。戦前

の補導団から継続して家事関係の技能は存在しているが、社会活動、弁論といった市民と

しての社会活動と個人の意見と重視されていること、がわかる。さらに１９５０年発行の

『ガールスカウトハンドブック 続篇』では、ガールスカウト活動の目的について以下の様

に述べられている40。 

  今や女子はよい家庭を作るだけでなく、家庭以外の一般社会の人々にも関心を持ち、 

  活発で公共精神に富んだ公民になるよう望みをかけられています。今まで女子には殆  

ど開放されたことのない教育、実業、科学、政治など新しい分野に参加出来るよう次

第に多くの機会が開けました。そこで日本の少女達が、与えられた責任を充分果たし

得る善良な公民をなるよう訓練をすることが一層大切なこととなりました。 

ここには戦後の選挙権、学校教育の共学化を反映して、家庭を守るだけでなく「公民」

としての役割を果たし、様々な分野に参入する可能性を持つ女性像が表わされている。女

性に「教育、実業、科学、政治など新しい分野に参加出来るよう次第に多くの機会が開」

かれたという認識と、そうした社会に対応した訓練を行っていこうとする意識は、下記の

戦前の補導団要覧と明らかに異なる点である41。 

女子補導団の目的は、学者、音楽家、美術家、或は体育家等の如き、特殊の専門家を

作るのではなく、最も普通な家庭的に完全な婦人、然も各境遇に応じて充分其責務を

全うし得るだけの『準備ある婦人』を作る事である。 

しかし、この戦後のハンドブックにおいても、主婦像は前提として重視され、「 大部分

のスカウトたちは他日、家庭に入って子どもを育てることになるでしょう。ですからスカ

ウト生活をしている間に、将来よい母親となるよう『備えよ常に』です」42と記述されてい

る。一方、男性との関係に関しては次の通りである43。 

婦人は対手の話によく耳を傾けると同時に、又自分自身の意見をもち、それを怖じけ

ず述べることが出来るならば、男子は誰れでもその婦人に興味を引かれます。若し婦

人が  間違っていると思うことに(それが対手の男子の言つた事であったとしても)き

っぱり『イイエ、違います。』と云いきることが出来るならば、その為に、男子は反っ

てその婦人を尊敬するようになります。尊敬と云うことがなければ、真実の愛情とい

うものはありません。－中略－ 生涯の友として羊を奥さんにしたい男子は一人もいな

いでしょう。 

  ここには、男性と対等な関係でお互いの尊敬のもとに家庭を築く賢明な女性像が表わさ

れている。また、ガールスカウトの「おきて」にある「ガールスカウトは思いにも、こと

ばにも、行いにも純潔であります」に対応して次の説明がある44。 

少女は将来健全な子供を産む母体となる使命を持っています。白痴や不具（ママ）の

子どもを産まないためには、是非とも男子との交際に純潔を保ち、正しい結婚をしな

ければなりません。 

以上からは、戦後初期のガールスカウトの育成する女性像として、参政権を初め政治的
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権利を持ち、「対等」な夫婦関係のもとで築く家庭を生活の中心としながら、社会との接触

の場をもって「公民」としての義務を果たす主婦像が明らかになる。 

上村千賀子はＣＩＥのホームズやホスプの取り組みを例にあげ、占領期における女子高

等教育制度改革の特質の一つとして、「新しい良妻賢母」理念が提示されていること、すな

わち「戦前の家庭を女性の生活の場とした良妻賢母主義から、家庭を足場として社会活動

や職業生活をおこなう型」への移行が目指されたことを指摘している45。戦後初期のガール

スカウトにおいて志向されたものを説明するとき、この表現は妥当である。 

戦後初期のガールスカウトの女性像は、ＧＨＱと当時の日本政府によって推進された民

主化という目的を受け止めるものであった。一方で、期待されるのは、維持すべき家庭と

賢明な女性像であり、その点は戦前から連続している。なお地域青年団の女性像において

は、より性別役割分業観が強固であった。１９４９年に発行された『青年団ハンドブック』

には、「青年団における女子の問題」の項で次のように説明されている。 

     民主主義というものはいたずらに男女の同権をとなえるものではなく、男女はそれ

ぞれの特質をもつ異なったものであり、人格において同一のものであることをよく

認識し、常に相手に対する尊敬を保ち、仕事の分担の領域をあきらかにしつゝ、お

互のよき理解と礼儀によって賢明な融和が生まれることが望ましいのであります46。 

と述べられている。これは地域青年団組織化のために示された女性観であるが、占領期

に発行されたものであり、また、ＣＩＥで青年教育担当官したダーギンが監修しているこ

とから、ＧＨＱ－ＣＩＥの女子教育観を反映している。青年団に共通して、それがガール

スカウトの性格でもあった。 

 
小結 
本章では、女子青年教育団体であるガールスカウトが占領期においてＣＩＥによって奨

励された意味、またそこで示された女子教育観について検討した。 
戦後教育改革において、男女共学の６・３制が発足し、社会教育においてもその活動は

基本的に男女共同参加となった。文部省は社会教育として母親学級、婦人学級等の「婦人

教育」継続を検討したが、ＣＩＥの担当者は戦前の体制を継続し、男女の共同参加にも反

するものとして禁止した。「婦人教育」政策に関してはＧＨＱ内部でも多様な立場、見解が

存在し、戦前的な特性教育という観点から女性の教育機会を禁止する立場とは別に、これ

まで教育をはじめとした社会的権利を剥奪されてきた女性に対し、その権利を実質化する

ための教育機会をおく立場があり、この点についてはＧＨＱ、地方軍政部の女性スタッフ

と日本人女性の間に「政策同盟」が結成され、連携した活動がはじめられた。 
 ＧＨＱおよびＣＩＥは、地域青年団について、戦前において軍国主義、超国家主義の

温床となり、女性を低い地位に固定化する組織として徹底的な改革と男女共同への移行が

指導された。一方で、ガールスカウト、ＹＷＣＡは女子・女性のみの活動・運営により男

性の指導を排除し、自主性を養い地位向上の契機とするための民主的女性団体の役割が期
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待されたのである。しかし、東西冷戦の深刻化を背景とした占領政策の転換「逆コース」

はＧＨＱとＣＩＥの青年教育への対応を一変させる。日本の地域青年層の多くが所属する

地域青年団の存在が無視し得ないものとなり、「反共防波堤」という観点から、その性格を

改変しながらその組織化が進められていくことになった。 そこで、行政による団体への統

制を排除し、一方で団体の自主化を促すために行なわれたのが、ネルソン通達によるノー

サポート・ノーコントロールの原則による補助金禁止措置であり、グループワーク指導を

中心としたＹＬＴＣ、ＩＦＥＬの講習会の実施であった。この講習会の中核には、ガール

スカウト合衆国連盟と日本人ガールスカウト関係者が重要な位置をしめた。ガールスカウ

トという女子青年教育への期待と同時に、ガールスカウト等がもつアメリカ式のグループ

ワーク理念をひろく地域青年団関係者に普及する意味があった。また、ガールスカウト、

ボーイスカウトは日本でＧＨＱスタッフの経験者も多く、その内外で指示と協力が得られ

やすい運動でもあった。戦後日本のガールスカウトの女子教育観は、家事裁縫のみでなく

参政権行使をはじめとした公民としての資質を視野におき、封建的な家と家族関係を否定

するものである。同時に、その中心には純潔教育が強調され、家庭イメージを生活の中心

とし、公民としての義務を果たす主婦像があった。 
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